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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象領域内における対象物の位置を特定するための位置特定装置であって、
　推定範囲内に前記対象物が位置していることを推定するための情報であって当該情報を
送信する推定情報送信手段を特定するための第１識別情報を含む推定情報と、前記推定範
囲よりも小さい特定範囲内に前記対象物が位置していることを特定するための情報であっ
て当該情報を送信する特定情報送信手段の配置位置に関する第２識別情報を含む特定情報
と、を受信する受信手段と、
　前記対象領域内において予め測定された前記推定情報の信号強度を特定するための信号
強度実測情報と、当該信号強度の測定位置を特定するための測定位置情報とを、相互に関
連付けて格納する信号強度実測情報格納手段と、
　前記特定情報送信手段の配置位置を特定するための配置位置情報と、前記特定情報送信
手段の配置位置を含む補正範囲を特定するための補正範囲情報とを、前記第２識別情報と
相互に対応付けて格納する配置位置情報格納手段と、
　前記受信手段にて受信された前記推定情報に含まれる前記第１識別情報、当該推定情報
が前記対象物にて受信された際の信号強度であって前記受信手段にて当該対象物から受信
された信号強度を特定するための信号強度情報、並びに前記信号強度実測情報格納手段に
格納されている前記信号強度実測情報および前記測定位置情報に基づいて、前記推定範囲
内における対象物の位置を推定する推定手段と、
　前記受信手段において受信された前記特定情報に基づいて、前記対象物が前記特定範囲
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に含まれるか否かを判定し、当該対象物が前記特定範囲に含まれることを条件として、前
記推定手段による推定に用いられた前記信号強度情報および前記第１識別情報と共に前記
受信手段にて受信された前記第２識別情報と関連付けて格納されている前記配置位置情報
を前記配置位置情報格納手段から取得し、当該取得した配置位置情報に対応付けて前記配
置位置情報格納手段に格納されている前記補正範囲情報によって特定される前記補正範囲
内に前記推定手段にて推定された対象物の位置が含まれている場合、当該取得した配置位
置情報に基づいて当該対象物の位置を特定し、前記推定手段にて推定された対象物の位置
が前記補正範囲内に含まれていない場合、当該推定手段にて推定された対象物の位置に基
づいて当該対象物の位置を特定する特定手段と、
　を備えることを特徴とする位置特定装置。
【請求項２】
　前記配置位置情報格納手段は、
　前記特定情報送信手段の配置位置を示す複数の座標のうち補正対象とする座標を選択す
るための補正種別を特定するための補正種別情報を、前記配置位置情報及び前記第２識別
情報と相互に対応付けて格納し、
　前記特定手段は、
　前記第２識別情報と関連付けて格納されている前記配置位置情報及び前記補正種別情報
を前記配置位置情報格納手段から取得し、
　当該取得した補正種別情報に応じて、当該取得した配置位置情報にて特定される前記特
定情報送信手段の配置位置を示す複数座標のうち補正対象である座標を選択し、当該選択
した座標と、前記推定手段にて推定された対象物の位置とに基づいて、前記対象物の位置
を特定すること、
　を特徴とする請求項１に記載の位置特定装置。
【請求項３】
　前記対象領域内に配置されている商品棚の名称と、当該商品棚が配置されている配置範
囲を特定するための商品棚配置情報とを、相互に関連付けて格納する商品棚情報格納手段
と、
　前記特定手段にて特定された対象物の位置を含む前記配置範囲と関連付けて格納されて
いる前記商品棚の名称を前記商品棚情報格納手段から取得し、当該取得した商品棚の名称
と前記対象物の位置とを、相互に対応付けた分析情報として出力する分析手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１又は２に記載の位置特定装置。
【請求項４】
　対象領域内における対象物の位置を特定するための位置特定方法をコンピュータに実行
させるための位置特定プログラムであって、
　前記コンピュータは、
　推定範囲内に前記対象物が位置していることを推定するための情報であって当該情報を
送信する推定情報送信手段を特定するための第１識別情報を含む推定情報の信号強度であ
って、前記対象領域内において予め測定された信号強度を特定するための信号強度実測情
報と、当該信号強度の測定位置を特定するための測定位置情報とを、相互に関連付けて格
納する信号強度実測情報格納手段と、
　前記推定範囲よりも小さい特定範囲内に前記対象物が位置していることを特定するため
の特定情報を送信する特定情報送信手段の配置位置を特定するための配置位置情報と、前
記特定情報送信手段の配置位置を含む補正範囲を特定するための補正範囲情報とを、前記
特定情報送信手段の配置位置に関する第２識別情報と相互に対応付けて格納する配置位置
情報格納手段とを備え、
　前記コンピュータに、
　前記推定情報と、前記第２識別情報を含む特定情報とを受信する受信ステップと、
　前記受信ステップにて受信された前記推定情報に含まれる前記第１識別情報、当該推定
情報が前記対象物にて受信された際の信号強度であって前記受信ステップにて当該対象物
から受信された信号強度を特定するための信号強度情報、並びに前記信号強度実測情報格
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納手段に格納されている前記信号強度実測情報および前記測定位置情報に基づいて、前記
推定範囲内における対象物の位置を推定する推定ステップと、
　前記受信ステップにおいて受信された前記特定情報に基づいて、前記対象物が前記特定
範囲に含まれるか否かを判定し、当該対象物が前記特定範囲に含まれることを条件として
、前記推定ステップにおける推定に用いられた前記信号強度情報および前記第１識別情報
と共に前記受信ステップにて受信された前記第２識別情報と関連付けて格納されている前
記配置位置情報を前記配置位置情報格納手段から取得し、当該取得した配置位置情報に対
応付けて前記配置位置情報格納手段に格納されている前記補正範囲情報によって特定され
る前記補正範囲内に前記推定手段にて推定された対象物の位置が含まれている場合、当該
取得した配置位置情報に基づいて当該対象物の位置を特定し、前記推定ステップにて推定
された対象物の位置が前記補正範囲内に含まれていない場合、当該推定ステップにて推定
された対象物の位置に基づいて当該対象物の位置を特定する特定ステップと、
　を実行させるための位置特定プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、店舗内における顧客の移動経路や滞留時間等を特定するための、位置特定装
置及び位置特定プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、小売店における商品のレイアウトや陳列方法、あるいは商品の品揃え等を顧
客のニーズに合わせて最適化し、商品の売上を向上させるため、店舗内における顧客の購
買行動を把握することの重要性が認識されている。特に、顧客と商品との接触時間を長く
することが売上拡大要因の一つであると考えられることから、顧客と各商品との接触時間
を把握することの必要性が高まっている。顧客と各商品との接触時間を把握することによ
り、陳列方法の変更、展示補助物、ＰＯＰ広告の追加等の改善施策が売上の向上にどの程
度貢献しているのかを、客観的に判断することが可能となる。
【０００３】
　このため、従来は、調査員が顧客の行動を直接観察する観察法や、店舗内の各売場に設
置されたビデオカメラによって当該各売場の集客状況を記録する方法、あるいは、所定の
センサを売場の出入口等に設置し、通過人数を計測する方法等によって、顧客の購買行動
の把握が図られていた。
【０００４】
　また、上記のようなサンプリング的な調査方法によらずに顧客の行動を把握するものと
して、無線タグを用いた顧客情報収集システムが提案されている。この顧客情報収集シス
テムにおいては、顧客が保持している無線タグに記憶されている顧客識別情報を、店舗の
入出口及び売場毎に設置されている読み取り手段によって読取ることで、店舗内での顧客
の移動経路や立ち寄った売場での滞在時間を取得することができる。さらに、立寄った売
場や当該売場での滞在時間についての情報に基づいて、各顧客が興味を示す商品を推定す
ることができる（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　さらに、所定の領域内にある位置特定対象物の位置を特定するため方法として、固定さ
れた所定の基地局から出力された無線信号を位置特定対象物にて受信し、受信した信号の
信号強度（ＲＳＳＩ：Ｒｅｃｅｉｅｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｉｎｄｉ
ｃａｔｉｏｎ）に基づいて当該位置特定対象物の位置を推定する方法も用いられている。
近年は、公衆無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）、企業、あるいは家
庭内において、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂに準拠した無線信号が一般的に利用されているこ
とから、当該無線信号を利用した各種の位置特定システムが提案されている。具体的には
、複数の基地局について位置特定対象物から送信されたＲＳＳＩと、事前に所定の地点に
おいて測定したＲＳＳＩサンプルデータとを付き合わせることで、位置特定対象物の位置
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を確率的に推定する方法が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－１８５２９３号公報
【特許文献２】特許第３８９９３５６号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、調査員やビデオカメラ、あるいは所定のセンサ等によってサンプリング的に調
査を行う方法は、全顧客の行動を把握可能な方法ではないため、得られる情報の信頼性に
は限界があった。また、異なる曜日や時間帯での傾向を把握するには、調査の手間やコス
トが大幅に増大してしまうため、より効果的な改善施策を行うための詳細な情報を得るこ
とが困難であった。
【０００８】
　また、上述した従来の顧客情報収集システムは、無線タグの顧客識別情報を読み取り手
段が読み取った場合に、当該無線タグを保持している顧客が当該読み取り手段の近傍にい
るものと推定している。従って、店舗内における顧客の位置を高精度に把握するためには
、多数の読み取り手段を店舗内の全域に亘って配置する必要があり、設置コストの上昇を
招いていた。
【０００９】
　また、無線ＬＡＮに用いられている無線信号を利用した位置特定システムについては、
推定した対象物の位置に対して、１～５ｍ程度の誤差が生じる可能性があった。このため
、隣接した異なる通路のいずれに顧客が位置しているか等、店舗内における顧客の動線を
特定するには精度が不十分であった。
【００１０】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、低コストかつ高精度に顧客の移動経路
や滞留時間を特定することができる、位置特定装置及び位置特定プログラムを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、請求項１に記載の位置特定装置は、対
象領域内における対象物の位置を特定するための位置特定装置であって、推定範囲内に前
記対象物が位置していることを推定するための情報であって当該情報を送信する推定情報
送信手段を特定するための第１識別情報を含む推定情報と、前記推定範囲よりも小さい特
定範囲内に前記対象物が位置していることを特定するための情報であって当該情報を送信
する特定情報送信手段の配置位置に関する第２識別情報を含む特定情報と、を受信する受
信手段と、前記対象領域内において予め測定された前記推定情報の信号強度を特定するた
めの信号強度実測情報と、当該信号強度の測定位置を特定するための測定位置情報とを、
相互に関連付けて格納する信号強度実測情報格納手段と、前記特定情報送信手段の配置位
置を特定するための配置位置情報と、前記特定情報送信手段の配置位置を含む補正範囲を
特定するための補正範囲情報とを、前記第２識別情報と相互に対応付けて格納する配置位
置情報格納手段と、前記受信手段にて受信された前記推定情報に含まれる前記第１識別情
報、当該推定情報が前記対象物にて受信された際の信号強度であって前記受信手段にて当
該対象物から受信された信号強度を特定するための信号強度情報、並びに前記信号強度実
測情報格納手段に格納されている前記信号強度実測情報および前記測定位置情報に基づい
て、前記推定範囲内における対象物の位置を推定する推定手段と、前記受信手段において
受信された前記特定情報に基づいて、前記対象物が前記特定範囲に含まれるか否かを判定
し、当該対象物が前記特定範囲に含まれることを条件として、前記推定手段による推定に
用いられた前記信号強度情報および前記第１識別情報と共に前記受信手段にて受信された
前記第２識別情報と関連付けて格納されている前記配置位置情報を前記配置位置情報格納
手段から取得し、当該取得した配置位置情報に対応付けて前記配置位置情報格納手段に格
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納されている前記補正範囲情報によって特定される前記補正範囲内に前記推定手段にて推
定された対象物の位置が含まれている場合、当該取得した配置位置情報に基づいて当該対
象物の位置を特定し、前記推定手段にて推定された対象物の位置が前記補正範囲内に含ま
れていない場合、当該推定手段にて推定された対象物の位置に基づいて当該対象物の位置
を特定する特定手段と、を備えることを特徴とする。
【００１５】
　また、請求項２に記載の位置特定装置は、請求項１に記載の位置特定装置において、前
記配置位置情報格納手段は、前記特定情報送信手段の配置位置を示す複数の座標のうち補
正対象とする座標を選択するための補正種別を特定するための補正種別情報を、前記配置
位置情報及び前記第２識別情報と相互に対応付けて格納し、前記特定手段は、前記第２識
別情報と関連付けて格納されている前記配置位置情報及び前記補正種別情報を前記配置位
置情報格納手段から取得し、当該取得した補正種別情報に応じて、当該取得した配置位置
情報にて特定される前記特定情報送信手段の配置位置を示す複数座標のうち補正対象であ
る座標を選択し、当該選択した座標と、前記推定手段にて推定された対象物の位置とに基
づいて、前記対象物の位置を特定することを特徴とする。
【００１６】
　また、請求項３に記載の位置特定装置は、請求項１又は２に記載の位置特定装置におい
て、前記対象領域内に配置されている商品棚の名称と、当該商品棚が配置されている配置
範囲を特定するための商品棚配置情報とを、相互に関連付けて格納する商品棚情報格納手
段と、前記特定手段にて特定された対象物の位置を含む前記配置範囲と関連付けて格納さ
れている前記商品棚の名称を前記商品棚情報格納手段から取得し、当該取得した商品棚の
名称と前記対象物の位置とを、相互に対応付けた分析情報として出力する分析手段と、を
備えることを特徴とする。
【００１７】
　また、請求項４に記載の位置特定プログラムは、対象領域内における対象物の位置を特
定するための位置特定方法をコンピュータに実行させるための位置特定プログラムであっ
て、前記コンピュータは、推定範囲内に前記対象物が位置していることを推定するための
情報であって当該情報を送信する推定情報送信手段を特定するための第１識別情報を含む
推定情報の信号強度であって、前記対象領域内において予め測定された信号強度を特定す
るための信号強度実測情報と、当該信号強度の測定位置を特定するための測定位置情報と
を、相互に関連付けて格納する信号強度実測情報格納手段と、前記推定範囲よりも小さい
特定範囲内に前記対象物が位置していることを特定するための特定情報を送信する特定情
報送信手段の配置位置を特定するための配置位置情報と、前記特定情報送信手段の配置位
置を含む補正範囲を特定するための補正範囲情報とを、前記特定情報送信手段の配置位置
に関する第２識別情報と相互に対応付けて格納する配置位置情報格納手段とを備え、前記
コンピュータに、前記推定情報と、前記第２識別情報を含む特定情報とを受信する受信ス
テップと、前記受信ステップにて受信された前記推定情報に含まれる前記第１識別情報、
当該推定情報が前記対象物にて受信された際の信号強度であって前記受信ステップにて当
該対象物から受信された信号強度を特定するための信号強度情報、並びに前記信号強度実
測情報格納手段に格納されている前記信号強度実測情報および前記測定位置情報に基づい
て、前記推定範囲内における対象物の位置を推定する推定ステップと、前記受信ステップ
において受信された前記特定情報に基づいて、前記対象物が前記特定範囲に含まれるか否
かを判定し、当該対象物が前記特定範囲に含まれることを条件として、前記推定ステップ
における推定に用いられた前記信号強度情報および前記第１識別情報と共に前記受信ステ
ップにて受信された前記第２識別情報と関連付けて格納されている前記配置位置情報を前
記配置位置情報格納手段から取得し、当該取得した配置位置情報に対応付けて前記配置位
置情報格納手段に格納されている前記補正範囲情報によって特定される前記補正範囲内に
前記推定手段にて推定された対象物の位置が含まれている場合、当該取得した配置位置情
報に基づいて当該対象物の位置を特定し、前記推定ステップにて推定された対象物の位置
が前記補正範囲内に含まれていない場合、当該推定ステップにて推定された対象物の位置



(6) JP 4160107 B1 2008.10.1

10

20

30

40

50

に基づいて当該対象物の位置を特定する特定ステップと、を実行させる。
【発明の効果】
【００１８】
　請求項１又は４に記載の本発明によれば、推定情報送信手段から送信された第１識別情
報と、対象物にて受信された推定情報の信号強度とに基づいて、対象物の概略的な位置に
ついて推定することができる。また、対象物が特定範囲内に位置していた場合には、当該
特定範囲に対応する特定情報送信手段についての第２識別情報に基づいて対象物の推定位
置を補正し、より正確な位置を特定することができる。従って、詳細に位置特定を行う必
要のある領域にのみ特定情報送信手段を配置することで、当該特定情報送信手段に対応す
る特定範囲内に位置する対象物の位置を正確に特定することができる。また、概略的に位
置が把握できればよい領域については、特定情報送信手段を配置することなく、対象物の
位置を推定することができるので、対象物の位置を一律に詳細に特定する場合と比較して
、必要なコストを低減することができる。
【００１９】
　また、推定手段は、対象物にて受信された推定情報の信号強度と、対象領域内にてあら
かじめ測定した信号強度とに基づいて、対象物の位置を推定するので、実測データに応じ
て精度良く対象物の位置を推定することができる。
【００２０】
　また、特定手段は、特定情報送信手段の配置位置情報を用いて対象物の推定位置を補正
するので、対象物が特定情報送信手段の近傍に位置し、当該特定情報送信手段に対応する
特定範囲内に位置している場合には、より正確に当該対象物の位置を特定することができ
る。
【００２１】
　また、特定手段は、対象物の推定位置が補正範囲に含まれていた場合にのみ、特定情報
送信手段の配置位置情報を用いて当該対象物の位置を特定するので、推定処理の精度や特
定情報送信手段の配置等に応じて、推定処理を特定処理よりも優先させることができる。
【００２２】
　また、請求項２に記載の本発明によれば、特定手段は、補正種別に応じて、特定情報送
信手段の配置位置を示す座標の中から対象物の位置の特定に用いる座標を選択するので、
特定情報送信手段の配置や特定範囲の大きさに応じて対象物の推定位置を補正することが
できる。
【００２３】
　また、請求項３に記載の本発明によれば、分析手段は、対象物の位置と商品棚とを対応
付けた分析情報を出力するので、当該分析情報に基づいて、どの程度の割合の顧客が各商
品棚に立ち寄ったかを示す立ち寄り率の集計等の分析を行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下に添付図面を参照して、この発明に係る位置特定装置及び位置特定プログラムの実
施の形態を詳細に説明する。まず、〔Ｉ〕実施の形態の基本的概念を説明した後、〔II〕
実施の形態の具体的内容について順次説明し、最後に、〔III〕実施の形態に対する変形
例について説明する。ただし、実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２５】
〔Ｉ〕実施の形態の基本的概念
　まず、実施の形態の基本的概念について説明する。実施の形態に係る位置特定装置及び
位置特定プログラムは、対象領域内における対象物の位置を特定することを目的とするも
のである。
【００２６】
　実施の形態に係る位置特定装置及び位置特定プログラムの適用対象は任意であり、例え
ば、スーパー等の小売店舗における顧客位置、オフィスビル内における従業員の位置、工
場における所定製品の位置等の特定のために適用することが可能である。以下では、スー
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パー等の小売店舗について当該位置特定装置及び位置特定プログラムを適用した場合を例
に挙げて説明する。
【００２７】
　実施の形態に係る位置特定装置及び位置特定プログラムの特徴の一つは、概略的に、対
象領域内における一定の範囲である推定範囲内に対象物が位置していることを推定すると
ともに、推定範囲よりも狭い特定範囲内に対象物が位置しているか否かを判定し、特定範
囲内に対象物が含まれていることを条件として、推定された位置及び特定範囲に基づいて
対象物の位置を特定する点にある。これにより、対象物の概略的な位置について推定する
ことができるとともに、詳細な位置を特定する必要がある場合には選択的に対象物の位置
を特定することができる。従って、対象物の位置を一律に詳細に特定する場合と比較して
、必要なコストを低減することができる。また、対象物の位置を特定可能な特定範囲を、
対象物の位置を推定可能な推定範囲よりも狭くしているので、高精度に対象物の位置を特
定することができる。
【００２８】
〔II〕実施の形態の具体的内容
　次に、本発明に係る実施の形態の具体的内容について説明する。
【００２９】
（位置特定システムの構成）
　まず、本発明に係る位置特定装置を含む位置特定システムの構成を説明する。図１は小
売店舗２に適用した場合の位置特定システムの概念図、図２は位置特定システムの電気的
構成を機能概念的に示したシステムブロック図である。図１及び図２に示すように、位置
特定システム１は、無線タグ１２、アクセスポイント１０、タグライタ１１、及び、位置
特定装置１３を備えている。
【００３０】
（位置特定システムの構成－無線タグ）
　無線タグ１２は、買い物カゴやカート等、位置を特定すべき対象物に取り付けられて用
いられるものであって、後述する推定情報や特定情報をアクセスポイント１０やタグライ
タ１１との間で送受信するためのものである。図２に示すように、無線タグ１２は、受信
部１２０、信号強度計測部１２１、送信部１２２、記憶部１２３、及び、制御部１２４を
備えている。受信部１２０は、アクセスポイント１０から推定情報を受信し、タグライタ
１１から特定情報を受信するためのものである。信号強度計測部１２１は、受信部１２０
にて受信された推定情報の信号強度を計測するものである。送信部１２２は、受信部１２
０にて受信した推定情報や特定情報、あるいは、記憶部１２３に記憶されている情報を、
アクセスポイント１０に送信するためのものである。記憶部１２３は、当該無線タグ１２
を識別するための無線タグＩＤ、受信部１２０にて受信された推定情報や特定情報、及び
、信号強度計測部１２１にて計測された推定情報の信号強度を記憶するためのものである
。制御部１２４は、受信部１２０、信号強度計測部１２１、送信部１２２の動作の制御を
行うためのものである。
【００３１】
　なお、無線タグ１２の具体的な構成は任意であり、例えば、ＷｉＦｉ（登録商標）（Ｗ
ｉｒｅｌｅｓｓ　Ｆｉｄｅｌｉｔｙ）タグや、パッシブ型またはアクティブ型のＲＦＩＤ
（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）タグを用いること
ができる。また、制御部１２４の具体的構成も任意であるが、例えば、ＯＳ（Ｏｐｅｒａ
ｔｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ）などの制御プログラム、各種の処理手順などを規定した組み込
みプログラム、所要データを格納するための内部メモリ、及び、これらのプログラムを実
行するＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｕｎｉｔ）を備えて構成される（
後述する制御部において同じ）。
【００３２】
（位置特定システムの構成－アクセスポイント）
　アクセスポイント１０は、無線タグ１２の位置を特定するための推定情報を無線タグ１
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２に対して送信すると共に、無線タグ１２から送信された推定情報、特定情報、及び、推
定情報の信号強度を受信するためのものであり、特許請求の範囲における推定情報送信手
段に対応していると共に、受信手段にも対応している。
【００３３】
　アクセスポイント１０は、送信部１００、受信部１０１、及び、記憶部１０２を備え、
位置特定装置１３と相互に通信可能に接続されている。送信部１００は、推定情報を無線
タグ１２に送信するためのものである。受信部１０１は、無線タグ１２から送信された推
定情報、特定情報、及び、推定情報の信号強度を受信し、位置特定装置１３に出力する。
記憶部１０２は、送信部１００にて送信すべき推定情報を記憶するためのものである。推
定情報の具体的な内容は任意であるが、少なくとも、アクセスポイントＩＤを含んでいる
。アクセスポイントＩＤは、アクセスポイント１０を特定するためにアクセスポイント１
０毎に割り当てられたＩＤ番号である。このアクセスポイントＩＤは、無線タグ１２によ
ってアクセスポイント１０から受信された推定情報に含まれているものであり、特許請求
の範囲における第１識別情報に対応している。
【００３４】
　なお、本実施の形態においては、受信部１０１をアクセスポイント１０の一部としてい
るが、受信部１０１をアクセスポイント１０から独立させた構成としてもよく、あるいは
、位置特定装置１３の一部としてもよい。
【００３５】
（位置特定システムの構成－タグライタ）
　タグライタ１１は、無線タグ１２が特定範囲内に位置していることを特定するための特
定情報を送信するためのものであり、特許請求の範囲における特定情報送信手段に対応し
ている。タグライタ１１は、送信部１１０、記憶部１１２、及び、制御部１１１を備えて
いる。
【００３６】
　送信部１１０は、特定情報を当該タグライタ１１を含む特定範囲内に送信する。特定範
囲は、送信部１１０の出力に応じて特定情報が到達可能な範囲であり、後述する推定処理
において無線タグ１２の位置を推定可能な推定範囲よりも小さくなるように設定すること
ができる。特定範囲の具体的な設定方法は任意であるが、例えば、送信部１１０の出力を
制限することにより、所望の特定範囲を設定することができる。送信部１１０から送信さ
れる特定情報は、特定範囲内でのみ受信可能であるため、当該特定範囲内に無線タグ１２
が存在している場合にのみ、当該無線タグ１２によって特定情報が受信される。
【００３７】
　記憶部１１２は、送信部１１０によって送信させる特定情報を記憶するものである。制
御部１１１は、送信部１１０の動作を制御するためのものである。
【００３８】
　なお、特定情報の具体的な内容は任意であるが、少なくとも、タグライタ１１を一意に
特定するためにタグライタ１１ごとに割り当てられたタグライタＩＤを含んでいる。この
タグライタＩＤは、無線タグ１２によってタグライタ１１から受信された特定情報に含ま
れているものであり、特許請求の範囲における第２識別情報に対応している。
【００３９】
（位置特定システムの構成－位置特定装置）
　位置特定装置１３は、アクセスポイント１０から送信された推定情報や、タグライタ１
１から送信された特定情報に基づき、無線タグ１２の位置を特定するためのものであり、
特許請求の範囲における位置特定手段に対応している。位置特定装置１３は、制御部１３
０及び記憶部１３１をバスにて通信可能に接続して構成されている。
【００４０】
（位置特定装置の構成－制御部）
　制御部１３０は、推定処理部１３０ａ、特定処理部１３０ｂ、通信処理部１３０ｃ、及
び分析処理部１３０ｄを備えている。
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【００４１】
　推定処理部１３０ａは、アクセスポイント１０から送信された推定情報や、当該推定情
報が無線タグ１２にて受信された際の信号強度に基づいて、無線タグ１２の位置を推定す
る推定処理を実行する処理手段であり、特許請求の範囲における推定手段に対応している
。
【００４２】
　特定処理部１３０ｂは、アクセスポイント１０の受信部１０１にて受信された特定情報
に基づいて、無線タグ１２の位置を特定する特定処理を実行する処理手段であり、特許請
求の範囲における特定手段に対応している。
【００４３】
　通信処理部１３０ｃは、アクセスポイント１０等の外部機器との間の通信を制御するも
のであり、例えばネットワークボードとして構成される。
【００４４】
　分析処理部１３０ｄは、特定処理部１３０ｂによって特定された無線タグ１２の位置や
、後述する商品棚テーブル１３１ｅに格納されている情報に基づいて、無線タグ１２の位
置と商品棚の名称とを相互に対応付けた分析情報を出力するための分析処理を実行する処
理手段であり、特許請求の範囲における分析手段に対応している。
【００４５】
　なお、上述の推定処理、特定処理、及び分析処理の具体的な内容については後述する。
【００４６】
（位置特定装置の構成－記憶部）
　記憶部１３１は、位置特定装置１３における各処理を実行するために必要なデータを記
憶するための記憶手段である。この記憶部１３１には、信号強度データベース１３１ａ（
以下「信号強度ＤＢ１３１ａ」）、信号強度実測ＤＢ１３１ｂ、タグライタ配置テーブル
１３１ｃ、位置特定結果テーブル１３１ｄ、及び、商品棚テーブル１３１ｅが格納されて
いる。記憶部１３１の具体的な構成は任意であるが、例えば、ＨＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ
）の如き不揮発的な記憶装置により構成されている。
【００４７】
（記憶部に格納されているデータの構造）
　次に、記憶部１３１に格納されているデータの構造について説明する。ただし、これら
データはあくまで例示であり、以下に示す情報以外の情報を含むことができ、あるいは、
以下に示す情報の一部を除外することもできる。
【００４８】
（信号強度ＤＢ）
　図３は、信号強度ＤＢ１３１ａに格納されているデータ構造を示す表である。信号強度
ＤＢ１３１ａは、無線タグ１２がアクセスポイント１０から推定情報を受信した際の信号
強度に関する情報を格納するためのものである。具体的には、図３に例示するように、デ
ータ項目として、「タグＩＤ」、「アクセスポイントＩＤ」、「信号強度」、「タイムス
タンプ」、及び、「タグライタＩＤ」を含んで構成されている。これらの項目に対応する
データは、後述する受信処理において、アクセスポイント１０の受信部１０１によって無
線タグ１２から受信され、当該受信部１０１から通信処理部１３０ｃを介して当該信号強
度ＤＢ１３１ａに格納される。
【００４９】
　データ項目「タグＩＤ」に対応するデータとしては、無線タグ１２毎に割り当てられて
いるＩＤ番号（図３においては、「００１」）が格納されている。
【００５０】
　データ項目「アクセスポイントＩＤ」に対応するデータとしては、アクセスポイントＩ
Ｄ（図３においては、「ＡＰ１」、「ＡＰ２」、「ＡＰ３」等）が格納されている。
【００５１】
　データ項目「信号強度」に対応するデータとしては、無線タグ１２にて計測された推定
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情報の信号強度を特定する信号強度情報（図３においては、「－４０ｄｂｍ」、「－５０
ｄｂｍ」等）が格納されている。
【００５２】
　データ項目「タイムスタンプ」に対応するデータとしては、無線タグ１２から送信され
た情報をアクセスポイント１０の受信部１０１が受信した日時（図３においては、「２０
０７－１０－２０　１０：２１：０５」等）が格納されている。
【００５３】
　データ項目「タグライタＩＤ」に対応するデータとしては、タグライタＩＤ（図３にお
いては、「１０」、「１１」、「１２」、「２３」等）が格納されている。
【００５４】
（信号強度実測ＤＢ）
　図４は、信号強度実測ＤＢ１３１ｂに格納されているデータ構造を示す表である。信号
強度実測ＤＢ１３１ｂは、対象領域内において予め測定された信号強度を格納するための
ものであり、特許請求の範囲における信号強度実測情報格納手段に対応している。具体的
には、図４に示すように、「実測位置」、「アクセスポイントＩＤ」、及び、「信号強度
」をデータ項目として含んでいる。これらの項目に対応するデータは、キーボード等の入
力手段やネットワークを介して当該信号強度実測ＤＢ１３１ｂに格納され、更新される。
【００５５】
　データ項目「実測位置」に対応するデータとしては、対象領域内において信号強度の測
定を実施した位置を特定するための測定位置情報（図４においては、「（０，０）」、「
（１０，０）」等）が格納されている。
【００５６】
　データ項目「信号強度」に対応するデータとしては、上述の各実測位置において測定さ
れた信号強度を特定するための信号強度実測情報が格納されている。
【００５７】
　データ項目「アクセスポイントＩＤ」に対応するデータとしては、各実測位置において
信号強度が測定された信号の発信元であるアクセスポイント１０のＩＤ番号が格納されて
いる。
【００５８】
（タグライタ配置テーブル）
　図５は、タグライタ配置テーブル１３１ｃに格納されているデータ構造を示す表である
。タグライタ配置テーブル１３１ｃは、タグライタ１１の配置位置、及び、当該配置位置
に関する情報を格納するものであり、特許請求の範囲における配置位置情報格納手段に対
応している。具体的には、タグライタ配置テーブル１３１ｃは、図５に示すように、「タ
グライタＩＤ」、「補正種別」、「設置座標」、及び、「補正範囲」を項目として含んで
いる。これらの項目に対応するデータは、キーボード等の入力手段やネットワークを介し
て当該タグライタ配置テーブル１３１ｃに格納され、更新される。
【００５９】
　項目「タグライタＩＤ」に対応するデータとしては、位置特定システム１にて用いられ
る全てのタグライタＩＤが格納されている。
【００６０】
　項目「補正種別」に対応するデータとしては、タグライタ１１の配置位置を示す複数の
座標のうち、無線タグ１２の位置を特定する際に参照すべき座標を選択するための補正種
別を特定する、補正種別情報が格納されている。
【００６１】
　項目「設置座標」に対応するデータとしては、タグライタ１１の配置位置を特定するた
めの配置位置情報が、対象領域内における座標（図５においては、「（８，２）」、「（
８，５）」等）として格納されている。
【００６２】
　項目「補正範囲」に対応するデータとしては、特定処理において、タグライタ１１の配
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置位置に基づいて無線タグ１２の位置を特定するか否かの判断基準となる補正範囲を特定
するための補正範囲情報が格納されている。補正範囲の大きさは任意であるが、例えば、
上述の特定範囲よりも小さくなるように設定することができる。また、補正範囲の規定の
方法は任意であるが、例えば、当該補正範囲の端部の座標（図５においては、「（７，１
）」、「（９，３）」等）を用いて規定してもよい。
【００６３】
（位置特定結果テーブル）
　図６は、位置特定結果テーブル１３１ｄに格納されているデータ構造を示す表である。
位置特定結果テーブル１３１ｄは、推定処理または特定処理によって推定または特定され
た無線タグ１２の位置に関する情報を格納するためのものである。具体的には、位置特定
結果テーブル１３１ｄは、図６に示すように「タグＩＤ」、「タイムスタンプ」、「座標
」、及び、「補正後座標」を項目として含んでいる。
【００６４】
　項目「タグＩＤ」に対応するデータとしては、位置が推定または特定された無線タグ１
２のＩＤ番号が格納されている。
【００６５】
　項目「タイムスタンプ」に対応するデータとしては、無線タグ１２の位置を特定する際
に用いた推定情報や特定情報がアクセスポイント１０の受信部１０１にて受信された日時
が格納されている。
【００６６】
　項目「座標」に対応するデータとしては、推定処理にて推定された無線タグ１２の位置
を特定するための推定位置情報が、対象領域内における座標として格納されている。
【００６７】
　項目「補正後座標」に対応するデータとしては、特定処理にて特定された無線タグ１２
の位置を特定するための特定位置情報が、対象領域内における座標として格納されている
。
【００６８】
（商品棚テーブル）
　図７は商品棚テーブル１３１ｅに格納されているデータ構造を示す表、図８はスーパー
等の小売店舗における商品棚の配置例を示した平面図である。商品棚テーブル１３１ｅは
、対象領域内に配置されている商品棚の配置に関する情報を格納するためのものであり、
特許請求の範囲における商品棚情報格納手段に対応している。具体的には、商品棚テーブ
ル１３１ｅは、図７に示すように「棚記号」、「棚名」、及び、「設置範囲」を項目とし
て含んでいる。商品棚の具体的な配置や、当該商品棚に陳列される商品は任意であるが、
本実施の形態では、図８に示すように、野菜や鮮魚等を陳列するための複数の商品棚が対
象領域内に配置されている場合を例に挙げて説明する。
【００６９】
　項目「棚記号」に対応するデータとしては、対象領域内に配置されている商品棚を特定
するための記号（図７においては、「Ａ」、「Ｂ」等）が格納されている。
【００７０】
　項目「棚名」に対応するデータとしては、商品棚に陳列されている商品等に対応した具
体的な名称（図７においては、「野菜１」、「鮮魚」等）が格納されている。
【００７１】
　項目「設置範囲」に対応するデータとしては、商品棚が配置されている範囲を特定する
ための商品棚配置情報が格納されている。この商品棚の設置範囲の規定方法は任意である
が、例えば、当該設置範囲の端部の座標（図７において、棚記号「Ａ」で特定される棚の
場合は、「（０，０）」及び「（３，１２）」）を用いて規定することができる。
【００７２】
（位置特定装置の処理動作）
　次に、位置特定装置１３の処理動作について説明する。
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【００７３】
（位置特定装置の処理動作－全体的な流れ）
　まず、位置特定装置１３が実行する処理の全体的な流れについて、図９を参照して説明
する。図９は、位置特定装置１３が実行する処理の全体的な流れを示すフローチャートで
ある。位置特定装置１３が処理を実行する際の前提として、推定情報、特定情報、及び、
推定情報の信号強度が無線タグ１２から送信される必要がある。
【００７４】
　具体的には、小売店舗に顧客が入店した場合、まず顧客は無線タグ１２が装着された買
い物カゴを持ち、商品棚が配置されている店内へと進む。店内全域にはアクセスポイント
１０から推定情報が送信されており、顧客が保持している買い物カゴの無線タグ１２にて
当該推定情報が受信される。無線タグ１２は、アクセスポイント１０から推定情報を受信
すると、当該受信した推定情報の内容を記憶部１２３に記憶する。また、受信した推定情
報の信号強度を信号強度計測部１２１が計測し、当該計測した信号強度を特定する信号強
度情報を記憶部１２３に記憶する。
【００７５】
　さらに、タグライタ１１が設置されている商品棚に顧客が接近し、当該タグライタ１１
に対応する特定範囲内に顧客が進入すると、無線タグ１２はタグライタ１１から特定情報
を受信し、当該受信した特定情報の内容を記憶部１２３に記憶する。記憶部１２３に記憶
されているこれらの情報は、所定のタイミング（例えば、無線タグ１２に搭載されたモー
ションセンサによって当該無線タグ１２の動きが検出されたタイミングや、タイマーによ
って計時されたタイミング等）において、当該無線タグ１２の送信部１２２から送信され
、位置特定装置１３によって受信および処理される。
【００７６】
　位置特定装置１３の通信処理部１３０ｃは、アクセスポイント１０の受信部１０１にて
無線タグ１２から受信されたタグＩＤ、推定情報、特定情報、及び、信号強度情報が当該
受信部１０１から入力されると、当該入力されたタグＩＤ、推定情報、特定情報、及び、
信号強度情報を、受信部１０１がこれらの情報を受信した時刻を示すタイムスタンプと共
に、信号強度ＤＢ１３１ａに格納する（ステップＳＡ－１）。
【００７７】
　キーボード等の入力手段やネットワークを介して位置特定処理の実行指示がされた場合
、推定処理部１３０ａは、信号強度ＤＢ１３１ａや信号強度実測ＤＢ１３１ｂを参照し、
当該信号強度ＤＢ１３１ａ等に格納されている情報に基づいて無線タグ１２の位置を推定
する推定処理を実行する（ステップＳＡ－２）。続いて、特定処理部１３０ｂは、推定処
理部１３０ａによって推定された無線タグ１２の位置や、信号強度ＤＢ１３１ａに格納さ
れた特定情報に基づいて、無線タグ１２の位置を特定する特定処理を実行する（ステップ
ＳＡ－３）。無線タグ１２の位置が特定されると、当該特定された無線タグ１２の位置や
、商品棚テーブル１３１ｅに格納されている情報に基づいて、分析処理部１３０ｄが分析
処理を実行し、無線タグ１２の位置と商品棚とを相互に対応付けた分析情報を出力する（
ステップＳＡ－４）。ここで出力された分析情報に基づいて、対象領域内における顧客の
行動の分析が可能となる。
【００７８】
（位置特定装置の処理動作－推定処理）
　次に、上述の推定処理の流れについて、図１０を参照して説明する。図１０は、位置特
定装置１３が実行する推定処理の流れを示すフローチャートである。推定処理部１３０ａ
は、相互に関連付けて格納されているタグＩＤ、信号強度情報、アクセスポイントＩＤ、
及びタイムスタンプを信号強度ＤＢ１３１ａから取得する（ステップＳＢ－１）。
【００７９】
　続いて、取得した信号強度情報及びアクセスポイントＩＤと、信号強度実測ＤＢ１３１
ｂに格納されている測定位置情報、アクセスポイントＩＤ、及び信号強度実測情報とに基
づいて、タグＩＤにて特定される各無線タグ１２についてタイムスタンプ毎の位置を推定
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する（ステップＳＢ－２）。ここで、無線タグ１２の位置を推定する方法としては既知の
方法を利用することができる。例えば、信号強度ＤＢ１３１ａから取得した信号強度情報
を、信号強度実測ＤＢ１３１ｂに格納されている測定位置情報や信号強度実測情報と照ら
し合わせ、確率的に無線タグ１２の位置を推定させてもよい。
【００８０】
　続いて、推定処理部１３０ａは、推定した位置を特定する推定位置情報を、当該推定し
た位置に対応するタグＩＤ及びタイムスタンプと共に、特定処理部１３０ｂに出力する（
ステップＳＢ－３）。
【００８１】
（位置特定装置の処理動作－特定処理）
　次に、上述の特定処理の流れについて、図１１を参照して説明する。図１１は、位置特
定装置１３が実行する特定処理の流れを示すフローチャートである。特定処理部１３０ｂ
は、上述のステップＳＢ－３において、無線タグ１２の推定位置情報、当該推定された位
置に対応するタグＩＤ、及びタイムスタンプが推定処理部１３０ａから入力されると、こ
れらの情報を相互に対応付けて位置特定結果テーブル１３１ｄに格納する（ステップＳＣ
－１）。
【００８２】
　次に、特定処理部１３０ｂは、信号強度ＤＢ１３１ａを参照し、ステップＳＢ－３にお
いて入力されたタグＩＤ及びタイムスタンプに対応付けてタグライタＩＤが格納されてい
るか否かを判定する（ステップＳＣ－２）。タグライタＩＤが格納されていない場合（ス
テップＳＣ－２、Ｎｏ）、無線タグ１２の位置についてこれ以上の詳細な特定ができない
ため、位置特定結果テーブル１３１ｄの内容を維持する。
【００８３】
　例えば、図３に示す信号強度ＤＢ１３１ａにおいて、上から１行目に格納されているデ
ータ（タグＩＤ「００１」、タイムスタンプ「２００７－１０－２０　１０：２１：０５
」）には、タグライタＩＤが格納されていない。従って、図６に示すように、当該データ
に基づいて推定処理部１３０ａによって推定された無線タグ１２の位置を示す座標（８，
０）のみが、タグＩＤ及びタイムスタンプに対応付けて位置特定結果テーブル１３１ｄに
格納されている。
【００８４】
　一方、図１１に戻り、タグライタＩＤが格納されている場合（ステップＳＣ－２、Ｙｅ
ｓ）、特定処理部１３０ｂは、当該タグライタＩＤに対応付けて格納されている補正種別
情報、配置位置情報、及び補正範囲情報をタグライタ配置テーブル１３１ｃから取得する
（ステップＳＣ－３）。そして、ステップＳＢ－３において推定処理部１３０ａから入力
された無線タグ１２の推定位置情報にて特定される推定位置が、ステップＳＣ－３におい
て取得した補正範囲情報にて特定される補正範囲に含まれているか否かを判定する（ステ
ップＳＣ－４）。
【００８５】
　無線タグ１２の推定位置が補正範囲に含まれていない場合（ステップＳＣ－４、Ｎｏ）
、特定処理部１３０ｂは、無線タグ１２の位置として当該無線タグ１２の推定位置を優先
すべきと判断し、上述のステップＳＣ－１において推定位置情報が格納された位置特定結
果テーブル１３１ｄの状態を維持する。
【００８６】
　例えば、図３に示す信号強度ＤＢ１３１ａにおいて、上から３行目に格納されているデ
ータ（タグＩＤ「００１」、タイムスタンプ「２００７－１０－２０　１０：２１：２０
」）には、タグライタＩＤとして「１０」が格納されている。図５に示すタグライタ配置
テーブル１３１ｃによれば、タグライタＩＤ「１０」に対応する補正範囲は（７，１）か
ら（９，３）となっている。一方、図６に示すように、当該データに基づいて推定処理部
１３０ａによって推定された無線タグ１２の位置は（８，４）であることから、タグライ
タＩＤ「１０」に対応する補正範囲には含まれていない。従って、推定処理部１３０ａに
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よって推定された位置（８，４）のみが位置特定結果テーブル１３１ｄに格納されている
。
【００８７】
　一方、無線タグ１２の推定位置が補正範囲に含まれている場合（ステップＳＣ－４、Ｙ
ｅｓ）、特定処理部１３０ｂは、ステップＳＣ－３において取得した補正種別情報にて特
定される補正種別に応じた座標を、同じくステップＳＣ－３において取得した配置位置情
報の中から選択し、当該選択した座標を無線タグ１２の推定位置情報における座標に代入
することで、特定位置情報を算出する（ステップＳＣ－５）。続いて、当該算出した特定
位置情報を、補正後座標として当該位置特定結果テーブル１３１ｄに格納する（ステップ
ＳＣ－６）。このように、無線タグ１２が任意のタグライタ１１の特定範囲内に位置し、
さらに当該無線タグ１２の推定位置が補正範囲に含まれていた場合には、タグライタ１１
の配置位置情報を用いて無線タグ１２の推定位置が補正される。従って、無線タグ１２が
タグライタ１１の近傍に位置していた場合には、より正確に当該無線タグ１２の位置を特
定することができる。
【００８８】
　例えば、図３に示す信号強度ＤＢ１３１ａにおいて、上から４行目に格納されているデ
ータ（タグＩＤ「００１」、タイムスタンプ「２００７－１０－２０　１０：２１：２２
」）には、タグライタＩＤとして「１１」が格納されている。図５に示すタグライタ配置
テーブル１３１ｃによれば、タグライタＩＤ「１１」に対応する補正種別は「Ｙ座標」、
設置座標は「（８，５）」補正範囲は、（７，４）から（９，６）である。一方、図６に
示すように、当該データに基づいて推定処理部１３０ａによって推定された無線タグ１２
の位置は（７，６）であることから、タグライタＩＤ「１０」に対応する補正範囲に含ま
れている。従って、補正種別「Ｙ座標」に基づき、設置座標（８，５）におけるＹ座標で
ある「５」を無線タグ１２の推定位置（７，６）のＹ座標に代入した座標（７，５）が、
図６に示す位置特定結果テーブル１３１ｄの補正後座標に対応するデータとして格納され
ている。
【００８９】
（位置特定装置の処理動作－分析処理）
　次に、分析処理の流れについて、図１２を参照して説明する。図１２は、位置特定装置
１３が実行する分析処理の流れを示すフローチャートである。分析処理部１３０ｄは、上
述の特定処理にて特定された無線タグ１２の推定位置情報または特定位置情報、当該位置
に対応するタグＩＤ、及びタイムスタンプを、位置特定結果テーブル１３１ｄから取得す
る（ステップＳＤ－１）。続いて、当該取得した推定位置情報または特定位置情報から特
定される無線タグ１２の位置を含む商品棚の配置範囲を示す商品棚配置情報を商品棚テー
ブル１３１ｅから取得し、当該取得した商品棚配置情報に関連付けて格納されている棚記
号を、同じく商品棚テーブル１３１ｅから取得する（ステップＳＤ－２）。そして、当該
取得した商品棚の棚記号を、ステップＳＤ－１にて取得したタグＩＤ及びタイムスタンプ
と対応付けて、分析情報として出力する（ステップＳＤ－３）。
【００９０】
　図１３は、分析処理部１３０ｄから出力される分析情報の例を示した表である。例えば
、図６に示した位置特定結果テーブル１３１ｄにおいて、上から１行目に格納されている
データの内容は、タグＩＤ「００１」、タイムスタンプ「２００７－１０－２０　１０：
２１：０５」、座標「（８，０）」である。一方、図７に示した商品棚テーブル１３１ｅ
によれば、棚記号「I」にて特定される「日用品１」の棚は、座標（６，０）から（９，
１２）に配置されており、特定されている無線タグ１２の位置（８，０）を含んでいる。
従って、図１３に示した分析情報の上から１行目のように、棚記号「I」が、タグＩＤ及
びタイムスタンプと対応付けて出力されている。
【００９１】
　さらに、図１３に示したように、「滞留時間」をタグＩＤ及びタイムスタンプと対応付
けて出力させてもよい。この項目「滞留時間」に対応するデータとしては、連続するタイ
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ムスタンプの間の時間が格納されている。この滞留時間によって、対応する商品棚の位置
に無線タグ１２が滞留していた時間を把握することができる。
【００９２】
　以上の処理によって出力された分析情報に基づいて、様々な分析を行うことが可能であ
る。図１４は、分析情報に基づいて行った分析結果の例を示した図である。図１４に示す
ように、小売店舗に入店した顧客の内、どの程度の割合の顧客が各商品棚に立ち寄ったか
を示す立ち寄り率や、商品棚に立ち寄った時間を示す立ち寄り時間等を、各商品棚毎に集
計することができる。これにより、立ち寄り率の低い商品棚における陳列方法を改善した
り、立ち寄り時間の短い商品棚における商品の入れ替えを検討したりすることが容易とな
る。
【００９３】
（実施の形態の効果）
　このように実施の形態によれば、アクセスポイント１０から送信されたアクセスポイン
トＩＤと、無線タグ１２にて受信された推定情報の信号強度とに基づいて、無線タグ１２
の概略的な位置について推定することができる。また、無線タグ１２が特定範囲内に位置
していた場合には、当該特定範囲に対応するタグライタ１１についてのタグライタＩＤに
基づいて無線タグ１２の推定位置を補正し、より正確な位置を特定することができる。従
って、詳細に位置特定を行う必要のある領域にのみタグライタ１１を配置することで、当
該タグライタ１１に対応する特定範囲内に位置する無線タグ１２の位置を正確に特定する
ことができる。また、概略的に位置が把握できればよい領域については、タグライタ１１
を配置することなく、無線タグ１２の位置を推定することができるので、対象物の位置を
一律に詳細に特定する場合と比較して、必要なコストを低減することができる。
【００９４】
　また、推定処理部１３０ａは、無線タグ１２にて受信された推定情報の信号強度と、対
象領域内にてあらかじめ測定した信号強度とに基づいて、無線タグ１２の位置を推定する
ので、実測データに応じて精度良く無線タグ１２の位置を推定することができる。
【００９５】
　また、特定処理部１３０ｂは、タグライタ１１の配置位置情報を用いて無線タグ１２の
推定位置を補正するので、無線タグ１２がタグライタ１１の近傍に位置し、当該タグライ
タ１１に対応する特定範囲内に位置している場合には、より正確に当該無線タグ１２の位
置を特定することができる。
【００９６】
　また、特定処理部１３０ｂは、無線タグ１２の推定位置が補正範囲に含まれていた場合
にのみ、タグライタ１１の配置位置情報を用いて無線タグ１２の位置を特定するので、推
定処理の精度やタグライタ１１の配置等に応じて、推定処理を特定処理よりも優先させる
ことができる。
【００９７】
　また、特定処理部１３０ｂは、補正種別に応じて、タグライタ１１の配置位置を示す座
標の中から無線タグ１２の特定に用いる座標を選択するので、タグライタ１１の配置や特
定範囲の大きさに応じて無線タグ１２の推定位置を補正することができる。
【００９８】
　また、分析処理部１３０ｄは、無線タグ１２の位置と商品棚とを対応付けた分析情報を
出力するので、当該分析情報に基づいて、どの程度の割合の顧客が各商品棚に立ち寄った
かを示す立ち寄り率の集計等の分析を行うことができる。
【００９９】
〔III〕実施の形態に対する変形例
　以上、本発明に係る実施の形態について説明したが、本発明の具体的な構成及び手段は
、特許請求の範囲に記載した各発明の技術的思想の範囲内において、任意に改変及び改良
することができる。以下、このような変形例について説明する。
【０１００】
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（解決しようとする課題や発明の効果について）
　まず、発明が解決しようとする課題や発明の効果は、前記した内容に限定されるもので
はなく、本発明によって、前記に記載されていない課題を解決したり、前記に記載されて
いない効果を奏することもでき、また、記載されている課題の一部のみを解決したり、記
載されている効果の一部のみを奏することがある。
【０１０１】
（無線タグ及びタグライタについて）
　上述の実施の形態では、無線タグ１２が特定範囲内に存在している場合において、タグ
ライタ１１から特定情報が送信されると説明しているが、無線タグ１２が特定範囲内に存
在している場合に、当該無線タグ１２からタグライタ１１に特定情報を送信させてもよい
。例えば、受信機能を備えるタグライタ１１によって、特定範囲内に進入した無線タグ１
２からタグＩＤが受信された場合、当該受信されたタグＩＤをタグライタ１１から位置特
定装置１３に入力させることにより、当該タグＩＤにて特定される無線タグ１２が特定範
囲内に位置していることを特定することができる。
【０１０２】
（推定処理について）
　上述の実施の形態では、推定処理部１３０ａは、無線タグ１２にて測定された信号強度
を、予め実測した信号強度及びその測定位置と照らし合わせ、確率的に無線タグ１２の位
置を推定しているが、他の方法を用いて無線タグ１２の位置を推定させてもよい。例えば
、複数のアクセスポイント１０から送信された推定情報が無線タグ１２にて受信された時
刻の差分に基づいて、無線タグ１２と各アクセスポイント１０との距離を推定し、当該推
定した距離から三角法等により当該無線タグ１２の位置を推定させてもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１０３】
【図１】小売店舗に適用した場合の位置特定システムの概念図である。
【図２】位置特定システムの電気的構成を機能概念的に示したシステムブロック図である
。
【図３】信号強度ＤＢに格納されているデータ構造を示す表である。
【図４】信号強度実測ＤＢに格納されているデータ構造を示す表である。
【図５】タグライタ配置テーブルに格納されているデータ構造を示す表である。
【図６】位置特定結果テーブルに格納されているデータ構造を示す表である。
【図７】商品棚テーブルに格納されているデータ構造を示す表である。
【図８】スーパー等の小売店舗における商品棚の配置例を示した平面図である。
【図９】位置特定装置が実行する処理の全体的な流れを示すフローチャートである。
【図１０】位置特定装置が実行する推定処理の流れを示すフローチャートである。
【図１１】位置特定装置が実行する特定処理の流れを示すフローチャートである。
【図１２】位置特定装置が実行する分析処理の流れを示すフローチャートである。
【図１３】分析処理部から出力される分析情報の例を示した表である。
【図１４】分析情報に基づいて行った分析結果の例を示した図である。
【符号の説明】
【０１０４】
　１　位置特定システム
　２　小売店舗
　１０　アクセスポイント
　１１　タグライタ
　１２　無線タグ
　１３　位置特定装置
　１００、１１０、１２２　送信部
　１０１、１２０　受信部
　１０２、１１２、１２３、１３１　記憶部
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　１１１、１２４、１３０　制御部
　１２１　信号強度計測部
　１３０ａ　推定処理部
　１３０ｂ　特定処理部
　１３０ｃ　通信処理部
　１３０ｄ　分析処理部
　１３１ａ　信号強度ＤＢ
　１３１ｂ　信号強度実測ＤＢ
　１３１ｃ　タグライタ配置テーブル
　１３１ｄ　位置特定結果テーブル
　１３１ｅ　商品棚テーブル
【要約】
【課題】低コストかつ高精度に顧客の移動経路や滞留時間を特定することができる、位置
特定装置及び位置特定プログラムを提供すること。
【解決手段】位置特定装置１３は、推定範囲内に無線タグ１２が位置していることを推定
するための推定情報と、推定範囲よりも小さい特定範囲内に無線タグ１２が位置している
ことを特定するための特定情報と、を受信する受信部１０１と、推定情報に含まれるアク
セスポイントＩＤと、推定情報が無線タグ１２にて受信された際の信号強度とに基づいて
、推定範囲内における無線タグ１２の位置を推定する推定処理部１３０ａと、受信部１０
１において受信された特定情報に基づいて、無線タグ１２が特定範囲に含まれるか否かを
判定し、特定範囲に含まれることを条件として、推定処理部１３０ａにて推定された無線
タグ１２の位置と、特定情報に含まれるタグライタＩＤとに基づいて、無線タグ１２の位
置を特定する特定処理部１３０ｂと、を備える。
【選択図】図２

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】

【図１３】
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